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地域在住の自立高齢者における膝痛の有症率と膝痛者の基本特性

全数調査
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目的 本研究は地域在住の要介護認定を受けていないすべての自立高齢者を対象に，膝痛の有症率

を推定することを主たる目的とした。また，膝痛を有する高齢者の基本的な特性（性，年齢）

についても検討した。

方法 山梨県都留市在住の65歳以上の要介護認定を受けていないすべての高齢者6,790人を対象

に，健康状態，生活習慣に関する調査を行った。調査は2016年 1 月12日から 2 月11日までの 1
か月間とし，郵送法により実施した。膝痛の調査は，「過去 1 か月間ほとんどの日において，

左右のいずれかの膝に痛みを経験しましたか」を尋ね，「いいえ」と回答した者を「膝痛無し」，

「はい」と回答した者を「膝痛有り」とした。基本属性として，性と年齢を調査し，年齢につ

いては，65歳～69歳，70歳～79歳，80歳～89歳，90歳以上の 4 階級に分類した。膝痛の有症率

は，全解析対象者から膝痛を有する対象者数を求め，全解析対象者数で除すことによって算出

した。また，膝痛者の基本属性上の特性を検討するために，性別，年齢階級別の膝痛の有症率

について x2 検定を行った。

結果 調査票の回収数は5,328であり，回収率は78.5であった。欠測値のあった調査票を除く有

効回答数は5,186であり，有効回答率は76.4であった。年齢階級別の有効回答率は64.9～

79.4であった。全体の膝痛の有症率を求めた結果，膝痛有りと回答した者は1,733人であ

り，膝痛の有症率は33.4であった。また，膝痛者の基本属性上の特性を検討した結果，性

（P＜0.001），年齢（P＜0.001）ともに有症率と有意な関係を示し，女性は男性よりも，高年齢

になるほど膝痛を有する者の割合が高かった。

結論 本研究結果から，本研究の対象地域である中規模人口の中山間地域の地方自治体に居住する

自立高齢者の膝痛有症率は33.4と推定され，膝痛を有する高齢者は女性で高齢になるほど多

くなる。
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 緒 言

我が国の要介護認定者数は，この15年間で約2.3
倍に急増している1)。その背景には，廃用性症候群

（加齢に伴う虚弱，関節疾患，骨折・転倒）によっ

て生じた要支援や要介護 1 などの比較的軽度な認定

者が増大したことがあげられる1)。平成25年の国民

生活基礎調査によれば，廃用性症候群による者は要

介護認定者全体の36.1を占め，そのうちの11.8
が骨・関節疾患によるものと報告されている2)。こ

の骨・関節疾患の主要な部位の一つが膝であり，一

般的な症状として，膝やその周辺部位に慢性的な痛

み（以下膝痛と呼ぶ）として認知されている。高齢

者においては，膝痛を有する者が多く3)，そのこと

が身体機能や日常生活活動に影響を及ぼすことか

ら4～8)，生活の質（Quality of lifeQOL）の低下9,10)

や要介護状態をもたらす危険因子となることが報告

されている11)。そのため，超高齢社会に突入した我
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が国では，高齢者の QOL の維持・向上や健康寿命

の延伸が国の健康政策における最終目的12)とされて

いることから，膝痛の一次予防および二次予防に関

する対策は喫緊の課題と考えられる。しかしなが

ら，我が国における高齢者の膝痛の実態についての

調査報告は必ずしも多くない13～20)。特に，膝痛の

予防・改善の対象となる要介護認定者を除く自立高

齢者を対象とした大規模で精度の高い疫学調査に基

づく膝痛の有症率については，著者の知る限り報告

されていない。今後の我が国の「豊かで活力ある超

高齢社会づくり」を進めるうえでは，ハイリスク者

を対象とした健康づくりだけでなく，すべての人々

（高齢者）を対象とした健康づくりを実践し，医療

費や介護費の抑制につながる社会的成果を挙げるこ

とが求められる12)。そのような健康づくりの主要な

現場である市町村自治体における地域保健事業にお

いては，詳細な情報に基づき問題の現状を把握し，

多様な予防・改善対策を企画し，効率よく実践する

ことが重要となる。高齢者の膝痛の問題について

は，まず，地域に居住する自立高齢者を対象とした

膝痛の実態調査を実施し，正確な膝痛の有症率を明

らかにするとともに，膝痛に関係する要因を明らか

にする必要がある。次に，それらの結果を基に膝痛

の予防・改善対策を企画し，実践し，評価を行うこ

とが必要である。

これまでに，地域における高齢者の膝痛の有症率

を報告した先行研究はいくつかある13～23)。それら

のうち，全数調査を行った我が国の論文はコホート

研究のベースラインデータを含め 4 本16,17,19,20)が報

告されている。なお，海外における代表的な疫学研

究においては筆者の知る限り，全数調査による膝痛

の有症率を報告したものは無い。我が国における 4
つの全数調査の有症率の推定値は29.5～64.5と

広範囲の値が報告されている16,17,19,20)。すなわち，

宮村ら16)は，山梨県の農業地区 2 地区に在住する20
～79歳の全住民3,158人を対象に調査を行い（回答

率75.2），その結果を報告している。そこで，こ

の研究の60歳以上の対象者について，膝痛の有症率

を求めたところ57.2であった。Sakakibara et al17)

は，長野県松川町のある特定地区に在住する20歳以

上の全住民1,466人を対象に行った調査（回答率が

63.7）では，60歳以上の対象者から求めた膝痛の

有症率は29.5であった。森下ら19)は，岡山県大原

町在住の65歳以上の全高齢者1,446人を対象に調査

を行った結果（回答率81.1），有症率は男性で

46.7，女性で64.5と報告している。Nishiwaki et
al20)は，群馬県高崎市倉渕地区在住の65歳以上のす

べての自立高齢者1,273人を対象としたコホート研

究のベースライン調査（回答率が99.4）では，有

症率は47.3であったと報告している。これらの研

究は，いずれも回答率は比較的高いものの，森下

ら19)の研究を除く 3 つの研究は対象となった自治体

全域の自立高齢者を対象としたものではなく，特定

地区の高齢者に限定している。また，Nishiwaki et
al の研究20)を除く 3 つの横断研究では自立高齢者以

外の高齢者も対象としている。したがって，これら

の調査においては，一次予防対策の基礎情報とし

て，自治体の自立高齢者全体を対象とした膝痛有症

率の推定値としては限界があると考えられる。な

お，これらの調査では膝痛評価の特定期間を「最

近｣16)，あるいは「過去の 1 年｣17,20)と設定してお

り，このような異なる期間設定が，有症率の推定値

に影響をもたらした可能性がある。

一方，標本調査による膝痛の有症率の推定値は

13.5から66.1と全数調査の結果よりも広範囲の

値が報告されている13～15,18,21～23)。青木ら15)は，無

作為抽出による標本調査を山口県岩国市在住の65歳
以上の高齢者を対象に調査を実施した結果（回答率

62.8），膝痛の有症率が66.1であったと報告し

ている。また同じく，無作為による標本調査を行っ

た Kamada et al18)の研究では，島根県雲南市に在住

する40歳から79歳までの自立している者を対象に調

査（回答率76.0）を行っている。この研究で報告

された60歳から79歳までの結果を基に算出した膝痛

の有症率は13.5であった。このように，標本調査

による膝痛の有症率に大きな違いが報告されている

理由としては，対象者の抽出方法が異なっているた

めに，標本特性（年齢，自立高齢者/全高齢者，有

効回答率）が異なっていることが考えられる。

コホート研究のベースラインデータから高齢者の

膝痛の有症率を報告した研究がある13,14,21～23)。

Muraki et al13)は，東京都板橋区，和歌山日高川町

と太地町の 3 地域在住の60歳以上の自立高齢者のう

ちベースライン調査に登録した3,040人を対象とし

て調査を行った（The ROAD study）。その結果，

全体の有症率は32.8であったと報告している。し

かし，この研究の板橋区については，無作為抽出に

よる標本調査であるが，それ以外の日高川町と太地

町については抽出方法が明記されていない。また，

これら 3 地域での回答率が29.3～75.6と大きく

異なっており，それに伴い有症率も21.7～36.1
と異なっている。また，7 都県の 9 地域における

12,019人を対象とした Longitudinal Cohorts of
Motor System Organ study (LOCOMO study)14)に

おいて，年齢階級別のデータから60歳以上の膝痛の

有症率を求めると，全体での有症率は34.4であっ
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た。なお，この研究の 9 地区のそれぞれの対象者の

抽出方法と有効回答率は明記されていない。

以上のように，地域高齢者の膝痛の有症率に関し

ては，一次予防の対象となる自立高齢者全体を対象

とした報告はなされていない。そのために，我が国

における自治体レベルでの地域在住の自立高齢者の

膝痛の有症率については，必ずしも十分な精度を有

する結果が得られていない。

そこで，本研究は地域在住の要介護認定を受けて

いないすべての自立高齢者を対象に，膝痛の有症率

を明らかにすることを主たる目的とする。また，地

域保健事業における優先的な対象者選定の条件を明

らかにするために，膝痛を有する高齢者の基本的な

特性（性，年齢）についても検討する。

 研 究 方 法

. 研究対象地域および研究対象者

本研究では，山梨県都留市全域を調査対象地域と

した。都留市は山梨県の東部に位置し，市土面積が

161.63 km2のうち，山間部が84を占める地形とな

っている24)。市の北東部から南西部にわたり，国道

139号，私鉄の富士急行線（市内 8 駅）が縦断し，

それに沿って市街地が形成されている25)。本市の気

候は，年平均気温13.6°C（年平均最高気温26.7°C，

年平均最低気温3.2°C），年平均湿度60.7であ

る26)。総人口は2016年 1 月現在31,246人であり，65
歳以上の高齢者人口は8,155人で高齢化率は26.1
である。都留市の産業別就業人口の構成比24)は，第

1 次産業 1.4，第 2 次産業 37.2，第 3 次産業

61.3であり，第 3 次産業の比率が最も高い。市内

の移動手段は富士急行線の運行や 6 路線からなる路

線バスが市内を循環している。平成24年都留市の都

留市地域公共交通総合連携計画25)によると都留市民

の外出時の移動手段として「自分で自動者を運転す

る」が66.3，「家族が自動車を運転する」が19.5
となっており，日常の移動手段として自動車への依

存が高い。調査対象者は，都留市在住の65歳以上の

高齢者のうち，調査時点で要介護認定を受けていな

いすべての自立高齢者6,790人とした。本研究にお

ける全自立高齢者とは行政に登録されている要介護

認定者および要支援者を除くすべての高齢者とした。

. 調査方法

調査は，平成27年度都留市高齢者健康づくり事業

として，健康状態や生活習慣に関する質問項目を含

む「高齢者の健康状態と生活習慣に関する調査（以

下，健康実態調査）」を郵送法にて実施した。なお，

本研究はコホート研究のベースラインとするため

に，調査は記名式とした。調査時期は平成28年 1 月

12日から 2 月11日までの 1 か月間とし，返送締め切

りの 1 週間前に回収率を高める目的で，未返信者に

対して督促状を送付した。対象者は自宅で調査票に

記入後，返信用の封筒に封入し，市役所に返送し

た。返送された調査票のデータ入力は個人情報の取

り扱いに関する業務契約を交わした専門の入力会社

に依頼した。

. 調査項目

1) 基本属性

基本属性として，年齢と性について調査した。年

齢については，65歳～69歳，70歳～79歳，80歳～89
歳，90歳以上の 4 階級に分類した。

2) 膝痛

本研究における膝痛の調査には，疫学研究で一般

的に使用されている Frequent knee pain を用い

た27,28)。Frequent knee pain とは，ある特定の期間

内のほとんどの日において，左右のいずれかの膝に

症状があるかを尋ねるものであり，「はい」と回答

した者を膝痛者と定義している27,28)。本研究におけ

る特定期間については，1981年に Diagnostic and
Therapeutic criteria Committee of the American
Rheumatism Association が作成した臨床的診断基

準29)に用いられている「最近 1 か月間」を用いた。

また，膝痛の有無の判定に関する質問については，

The Framingham Osteoarthritis Study21)や The
ROAD study13)などの大規模コホート研究で用いて

いる膝痛者の定義を参考とした。すなわち，「過去

1 か月間ほとんどの日において，左右のいずれかの

膝に痛みを経験しましたか」を尋ね，「いいえ」と

回答した者を「膝痛無し」，「はい」と回答した者を

「膝痛有り」とした。

3) 倫理的配慮

調査の実施に際して，本研究の目的と内容などに

ついての文章による説明と，対象者の回答をもって

「研究参加に対する同意したもの」とみなす旨を明

記した資料を健康実態調査票とともに郵送用の封筒

に同封した。本研究の解析においては，個人情報保

護の観点から匿名化したデータを用いた。なお，個

人情報を含むデータについては，調査対象地域の行

政担当者が連結可能匿名化した上でデータファイル

の提供を受け，早稲田大学において管理・分析を行

った。

本研究は早稲田大学，人を対象とする研究に関す

る倫理審査委員会の承認（平成27年10月 8 日承認

番号 2015218）を得た上で実施した。

4) 解析方法

都留市在住の全自立高齢者を対象とした膝痛の有

症率は，全解析対象者から膝痛を有する対象者数を
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表 全対象者の年齢階級別の調査対象者数，回収

数および有効回答者数

調査対象者 回収調査票 有効回答者

6569歳 2,090 1,539(73.6) 1,520(72.7)

7079歳 2,933 2,395(81.7) 2,328(79.4)
8089歳 1,607 1,282(79.8) 1,227(76.1)
90歳以上 160 112(70.0) 111(69.4)

全 体 6,790 5,328(78.5) 5,186(76.4)

数字は人数，（）は回収率および有効回答率

表 性・年齢階級別の調査対象者数と回収数および有効回答者数

年齢階級
男 性 女 性

調査対象者 回収調査票 有効回答者 調査対象者 回収調査票 有効回答者

6569歳 1,020 705(69.1) 697(68.3) 1,070 834(77.9) 823(76.9)
7079歳 1,388 1,116(80.4) 1,094(78.8) 1,545 1,279(82.8) 1,234(79.9)
8089歳 698 558(79.9) 541(77.5) 909 724(79.6) 686(75.5)
90歳以上 61 45(73.8) 44(72.1) 99 67(67.7) 67(67.7)

全 体 3,167 2,424(76.5) 2,376(75.0) 3,623 2,904(80.2) 2,810(77.6)

数字は人数，（）は回収率および有効回答率
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求め，全解析対象者数で除すことによって算出し

た。次に，膝痛を有する者の基本属性上の特性を検

討するために，性別，年齢階級別の膝痛の有症率に

ついて x2 検定を行った。

解析ソフトは SPSS 22.0 for Windows を用い，統

計学的有意水準は 5未満（両側検定）とした。

 結 果

. 調査回答状況

全体と年齢階級別の調査対象者数，調査票の回収

数（回収率）および有効回答数（回答率）を表 1 に

示した。調査対象となった全自立高齢者は6,790人
であった。そのうち調査票が回収されたのは5,328
であり，回収率は78.5であった。無記入を含み本

研究で用いる変数に関する質問項目について，1 項

目以上に欠損があった調査票が142あり，それらを

除いた有効回答数は全体で5,186であった。その結

果，全体での有効回答率は76.4であった。年齢階

級別では，65歳～69歳において回収された調査票は

1,539であり，回収率は73.6であった。また，有

効回答数は1,520であり，有効回答率は72.7であ

った。70歳～79歳では，回収数が2,395，有効回答

数が2,328であり，回収率は81.7，有効回答率は

79.4であった。80歳～89歳においては，回収数が

1,282 ，有効回答数は 1,227 であり，回収率は

79.8，有効回答率は76.1であった。90歳以上で

は，回収数が112，有効回答数は111であり，回収率

は70.0，有効回答率は69.4であった。

また，性別と年齢階級別の調査票の回収と有効回

答について表 2 に示した。男性全体では，回収され

た調査票は2,424であり，回収率は76.5，有効回

答数は2,376であり，有効回答率は75.0であっ

た。年齢階級別の回収率と有効回答率は65歳～69歳
が89.1，68.3，70歳～79歳が80.4，78.8，

80歳～89歳が79.9，77.5，90歳以上が73.8，

72.1であった。女性全体では，回収された調査票

が2,904であり，回収率は80.2であった。また，

有効回答数は2,810であり，有効回答率は77.6で

あった。年齢階級別では回収率と有効回答率は65歳
～69歳が77.9，76.9，70歳～79歳が82.8，

79.9，80歳～89歳が79.6，75.5，90歳以上が

67.7，67.7であった。

. 膝痛の有症率と膝痛者の基本特性

全解析対象者5,186人のうち，男性は2,376人（年

齢74.5±6.8歳），女性は2,810人（74.8±6.9歳）

であった。膝痛の有症率を求めた結果，全解析対象

者5,186人のうち，膝痛有りと回答した者が1,733人
であり，対象地域全体の膝痛の有症率は33.4と推

定された。また，解析対象者の性別，年齢階級別の

膝痛の有症率を表 3 に示した。その結果，性（P＜

0.001），年齢（P＜0.001）ともに膝痛の有無と強い

関係を示した。すなわち，女性は男性よりも膝痛を

有する者の割合が高く，男女ともに年齢が高くなる

につれて膝痛を有する者の割合が増える関係にあっ

た。

 考 察

本研究は地域在住の要介護認定を受けていない全

自立高齢者を対象に，膝痛の有症率および膝痛者の

基本的特性について明らかにすることを目的とし

た。その結果，本対象地域における膝痛の有症率の

推定値は33.4であった。この推定値は，一つの自

治体における自立高齢者を対象とした全数調査にお
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表 解析対象者の性別，年齢階級別の膝痛の有症

率

膝痛者 非膝痛者
P 値

人数（) 人数（)

性

男性（2,376) 656(27.6) 1,720(72.4)
＜0.001

女性（2,810) 1,077(38.3) 1,733(61.7)

全体（5,186) 1,733(33.4) 3,453(66.6)

年

齢

男

性

6569歳(697) 150(21.5) 547(78.5)

＜0.001
7079歳(1,094) 282(25.8) 812(74.2)
8089歳(541) 204(37.7) 337(62.3)
90歳以上(44) 20(45.4) 24(54.5)

女

性

6569歳(823) 223(27.1) 600(72.9)

＜0.001
7079歳(1,234) 461(37.4) 773(62.6)
8089歳(686) 363(52.9) 323(47.1)
90歳以上(67) 30(44.8) 37(55.2)

P 値x2 検定
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いて，高い有効回答率のデータに基づき推定された

我が国で初めての膝痛の有症率である。

これまでに，全数調査を行った研究としては，山

梨県の農業地区 2 地区に在住する20～79歳の全住民

を対象とした宮村ら16)，長野県松川町のある特定地

区に在住する 20歳以上の全住民を対象とした

Sakakibara et al17)，岡山県大原町在住の65歳以上の

全高齢者を対象とした森下ら19)の横断研究があり，

有症率がそれぞれ57.2，29.5，57.0と報告さ

れている。また，群馬県高崎市倉渕地区在住のすべ

ての自立高齢者を対象とした Nishiwaki et al20)のコ

ホート研究のベースラインデータによる膝痛の有症

率が47.3と報告されている。しかし，宮村ら16)，

Sakakibara et al17)，Nishiwaki et al20)の研究では対

象地域が自治体全体の自立高齢者を対象とした研究

ではなく，特定地区に限定したものである。また，

Nishiwaki et al20)の研究を除く 3 つの横断研究は，

自治体に居住する自立高齢者全員を対象としたもの

ではない。したがって，これらの 4 つの調査結果

は，自治体の自立高齢者の膝痛有症率の推定値とす

るには限界がある。一方，標本調査による地域高齢

者の膝痛の有症率に関する報告がいくつかなされて

いる。我が国での研究としては，東京都板橋区と和

歌山県の日高川町と太地町の住民を対象としたコ

ホート研究（The ROAD study)13)のベースライン

登録者3,040人を対象として，32.8という膝痛の

有症率が報告されている。また，7 都県の 9 地域を

含む12,019人を対象とした Longitudinal Cohorts of
Motor System Organ study; LOCOMO study14)では

34.4の有症率が報告されている。これらの結果

は，いずれも本研究結果とほぼ同じ程度の膝痛の有

症率の推定値である。これらの研究では膝痛を「今

までに少なくとも 1 か月間のほとんどの日におい

て，膝あるいは膝周囲に痛みを経験したもの」と定

義づけており，本研究とほぼ同じ条件設定となって

いる。しかしながら，本研究と同じ特定期間に関す

る定義を用いて，山口県岩国市在住の高齢者1,200
人を対象に標本調査を行った青木ら15)は，66.1と

いう高い有症率を報告している。この研究では，本

研究と同じ特定期間を設定しているが，すべての高

齢者を調査対象としていること，また膝痛を「過去

1 か月において膝の痛みを有するもの」と定義づけ

ており，「ほとんどの日において」という痛みの持

続性に関する条件が入っていないことなどが，有症

率が高くなった要因と推察される。

一方，海外の研究では我が国の膝痛有症率よりも

低い値が報告されている。マサチューセッツ州フラ

ミンガム在住の高齢者1,805人を対象とした The
Framingham Osteoarthritis Study21)や中国北京の 3
地区在住の60以上の高齢者1,781人を対象とした

The Beijing Osteoarthritis Study22)においては，有症

率はそれぞれ16.1，12.3であったと報告されて

いる。これらの研究では，膝痛を「今までに少なく

とも 1 か月間のほとんどの日において，膝あるいは

膝周囲に痛みを経験したもの」と定義づけ，また対

象者特性も自立高齢者を対象としており，本研究と

ほぼ同様な内容となっている。したがって，自立高

齢者における膝痛の有症率は日本に比べて海外で低

いことが考えられる。その理由としては，膝痛の評

価条件の違いではなく，人種の違い22)や生活様式の

違い13)などが影響した可能性が考えられる。

本研究で得られた膝痛の有症率33.4をもとに都

留市の自立高齢者から有症者数を推定すると2,268
人となり，その多くが近い将来に要支援ないしは要

介護状態へ推移することが予想される。したがっ

て，同市の高齢者に対する健康増進と介護予防の具

体的対策として，自立高齢者を対象とした膝痛の発

症予防とその改善は極めて重要であると考えられ

る。そして，そのような保健事業を実施するにあた

っては，数多くの高齢者の中から優先的な対象者を

選定する必要がある。本研究では，そのような対象

者の選定に有効で情報の取得が容易な性と年齢につ

いて検討した。その結果，膝痛者の基本的な特性と

して，性別では男性よりも女性で有症率が有意に高

く，男女ともに年齢が増えるにしたがい有症率は有

意に増加することが明らかとなった。これらの結果

は，これまでの膝痛に関する疫学調査で指摘されて
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いる結果と一致するものであった14)。女性で膝痛を

有する者が多いことは，閉経に伴う骨代謝に関する

ホルモンバランスの変化，それに伴い骨の脆弱化と

いった生理的な変化30,31)により膝関節への影響が大

きいこと，また，男性に比べて下肢筋力が低

く32～34)，膝への負担が相対的に大きくなることな

どが関係しているものと考えられる。また，加齢に

伴う有症率の上昇は，骨代謝の低下35)に加えて，生

理的筋萎縮による下肢筋力の低下35～37)が関与して

いるものと推察される。

今後の健康づくりにおいては，健康問題を有する

ハイリスク者を対象としたハイリスク戦略的事業の

みならず，すべての住民を対象とした集団戦略的事

業として実施することが求められている12)。そのよ

うな健康づくりの主要な現場である市町村における

地域保健事業においては，詳細な情報に基づき問題

の現状を把握し，多様な予防・改善対策を企画し，

効率よく実践することが重要となる。高齢者の膝痛

の問題については，まず，地域に居住する自立高齢

者を対象とした膝痛の実態を把握する必要がある

が，自治体が自ら全数調査を実施しなくとも，本研

究結果をもとに各自治体での膝痛者の実態をある程

度推定できると考えられる。そして，膝痛の予防・

改善対策を実践するにあたっては，本研究結果をも

とに優先的な事業対象者（高齢な女性）の決定が可

能となることが期待される。これらのことは，財政

難の中で効率的な保健事業を実施するうえで，重要

な情報となるものと思われる。

本研究の限界として，以下のことが考えられる。

本研究は全数調査であるが，有効回答率が全数の

78.7であったことを踏まえると，本研究での有症

率に対する何らかのバイアスの影響があった可能性

は否定できない。今後の調査において，対象者の選

択バイアスの影響を明らかにするために，非回答者

と回答者の特性について比較検討する必要がある。

また，膝痛を有する者の基本特性として，性と年齢

を検討したが，これらの要因以外の職業歴や病歴と

いった基本属性との関係については不明である。し

かし，地域保健事業の優先的対象者の選定において

は，性，年齢以外の情報を用いるのは，それらの情

報の取得が困難であることから，必ずしも実用的で

はないものと思われる。

以上のような限界はあるものの，本研究で明らか

にされた地域在住の自立高齢者における膝痛の有症

率は，全数調査によるものであり，かつ高い有効回

答率に基づくものであることから，その推定精度は

高いのもと思われる。そのため，本研究結果は，直

接的には山梨県都留市における自立高齢者の膝痛の

有症率を示すものであるが，我が国における同市と

同様な中規模人口の地方自治体における自立高齢者

の膝痛有症率を示唆しているものと推察される。し

たがって，本研究結果は，都留市をはじめ同様な他

の地方自治体における高齢者の膝痛の予防・改善を

図る保健事業の実施に有用な情報となり得るものと

考えられる。

 結 語

本研究の結果より，我が国の中規模人口の中山間

地域の地方自治体に居住する自立高齢者の 3 人に 1
人は慢性的な膝痛を有しており，特に，女性で高齢

になるほど有症率が高くなる。

本研究は，山梨県都留市福祉保健部長寿介護課との共

同事業「平成27年度都留市高齢者健康づくり事業」とし

て行われた。本研究の一部は第75回日本公衆衛生学会総

会において発表した。

本研究の実施にあたり，本研究の趣旨を理解し協力し

て頂いた調査対象者の皆様に心から感謝します。また，

「健康実態調査」の実施にあたり，多大なるご支援を頂い

た都留市福祉保健部長寿介護課の深澤祥邦課長，同課高

齢者支援室（地域包括支援センター）の天野奥津江保健

師，他の職員の方々に厚く感謝いたします。また，本研

究における開示すべき COI はない。

(
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The prevalence and basic characteristics of knee pain in community-dwelling
independent elderly: A complete survey

Shinichiro SATO,2, Yuta NEMOTO2, Masaki TAKAHASHI3, Noriko TAKEDA4,
Munehiro MATSUSHITA5, Yoshinori KITABATAKE6and Takashi ARAO5

Key wordsknee pain, prevalence, independent elderly, complete survey, community-dwelling

Objectives The objectives of this study were to determine the prevalence of knee pain in independent
community-dwelling elderly people and to examine the basic characteristics (sex and age) of those
experiencing knee pain.

Methods Survey on the health status and lifestyle habits was conducted for all (6,790) independent elderly
who were 65 years or older, living in Tsuru City, Yamanashi Prefecture, Japan. The survey was
carried out using a mailing questionnaire for 1 month from January 12 to February 11, 2016. Knee
pain was deˆned as subjective pain in and around the knee joint in either one or both knees, on most
days during the past month. Participants answered `̀ Yes'' if they were experienced knee pain, and
`̀ No'' if they did not experience knee pain. Sex and age were investigated as basic characteristics of
the participants by the questionnaire. The prevalence rate of knee pain was calculated as follows: the
total number of people with knee pain divided by the total number of the respondents in the study.
To examine the relationships between knee pain and age or sex, these basic characteristics were
analyzed using a Chi-square test for the prevalence of knee pain within sex and age groups.

Results The number of survey respondents was 5,328 (response rate: 78.5). The number of valid
respondents with complete data was 5,186 (valid response rate: 76.4). The number of subjects
who responded `̀ with knee pain'' was 1,733. The prevalence rate of knee pain was 33.4. In
addition, sex and age demonstrated strong associations with the prevalence of knee pain (both, P＜

0.001). In other words, the prevalence rate was higher in the elderly women than in elderly men and
increased with age.

Conclusion The present study suggested that one in three independently living elderly who live in medium-
sized local municipalities in Japan experience chronic knee pain. The basic characteristics of a
community-dwelling independent elderly with knee pain are to be a woman and older age.
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